
 
民生委員・児童委員の選任要件に関する検討会 

開催要綱 
 

１．趣旨 
  民生委員・児童委員の選任要件については、民生委員法第６条１項及び児童福祉法第

１６条により「当該市町村の議会（特別区の議会を含む。以下同じ。）の議員の選挙権を

有する者のうち、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、且つ、社会福祉の増進に熱意

のある者であって児童福祉の児童委員としても、適当である者」とされており、選任に

当たっては、当該市町村の選挙権（年齢満１８歳以上、３ヶ月以上の市町村の区域に住

所を有する者など）を有する者を要件としている。 
  今般、令和５年地方分権提案において、地方自治体より民生委員・児童委員の選任要

件のうち「居住要件」の緩和が提案され、内閣府の有識者会議の議論を経て令和５年１

２月に閣議決定されたところ。 
当該閣議決定では、「民生委員・児童委員の選任要件（民生委員法６条１項及び児童福

祉法 16 条）の緩和については、当該市区町村に居住しない者を民生委員・児童委員とし

て選任する上で参考となる地域の実情等を調査した上で、地方公共団体、関係団体等の

意見も踏まえて検討し、令和６年度中に結論を得る。その結果に基づいて必要な措置を

講ずる。」こととされている。 
こうしたことを踏まえ、民生委員・児童委員の選任要件について検討を行うため、「民

生委員・児童委員の選任要件に関する検討会」（以下「本検討会」という。）を開催す

る。 
 
２．検討事項 
  閣議決定された令和５年地方分権提案において提示された課題について、地域の実態

や当事者の意見を踏まえた検討を行う。 
       

３．構成等 
（１）本検討会の構成員は別紙のとおりとし、座長及び座長代理を１名ずつ置く。 
（２）座長は本検討会を代表し、会務を総括する。 
（３）本検討会は、必要に応じ、（１）の構成員以外の学識経験者及び実務経験者等の出席

を求めることができる。 
 
４．検討会の運営 
（１）本検討会は、厚生労働省社会・援護局長による検討会とし、社会・援護局長が別紙

の構成員の参集を求めて開催する。 

（２）本検討会の議事については、別に本検討会で申し合わせた場合を除き、公開とす

る。 

（３）本検討会の会議資料及び議事録については、別に本検討会で申し合わせた場合を除

き、ホームページにおいて公開する。なお、非公開とする申し合わせを行った場合

には、座長が認める範囲において議事要旨を公開する。 

（４）その他、本検討会の運営に関し必要な事項は、座長が定める。 

（５）本検討会の庶務はこども家庭庁成育局成育環境課の協力を得て、厚生労働省社会・

援護局地域福祉課において行うものとする。 
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